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（証券コード 2540）
平成29年６月７日

株 主 各 位
　

東京都渋谷区南平台町16番25号

代表取締役社長 塩 澤 太 朗
　

第99回定時株主総会招集ご通知
　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第99回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいま
すようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、
お手数ながら後記株主総会参考書類をご検討いただき、同封の議決権行使書用紙に賛否をご
表示のうえ、平成29年６月28日（水曜日）午後５時までに到着するようにお送りください
ますようお願い申しあげます。

敬 具
記

　

1. 日 時 平成29年６月29日（木曜日）午前10時（受付開始 午前９時）
2. 場 所 東京都渋谷区南平台町16番25号 当社本店 ２階
3. 目 的事項
報告事項 第99期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）事業報告及び計

算書類報告の件
決議事項
議 案 剰余金の処分の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
　当日ご出席の際は、同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。また、資源節約の
ため、本招集ご通知をご持参くださいますようお願い申しあげます。
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　計算書類の個別注記表につきましては、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、インター
ネット上の当社ウェブサイト（http://www.yomeishu.co.jp/）に掲載しておりますので、本
招集ご通知には記載しておりません。従いまして、本招集ご通知の添付書類は、監査報告を作成
するに際し、監査役及び会計監査人が監査をした対象の一部であります。
　本招集ご通知の添付書類及び株主総会参考書類の記載事項を修正する必要が生じた場合は、修
正後の事項をインターネット上の当社ウェブサイト（http://www.yomeishu.co.jp/）に掲載
させていただきます。
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（添 付 書 類）
　

事 業 報 告
（平成

平成
28
29
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

　
1. 会社の現況に関する事項
（1）事業の経過及びその成果
　当事業年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境に改善が見られ、景気は緩やかな回復
基調で推移したものの、個人消費の回復は依然として鈍く、新興国等の海外景気の減速に対
する懸念や、英国の欧州連合（ＥＵ）離脱問題、米国の政権交代による政策動向等、引き続
き先行き不透明な状況で推移いたしました。当社の関連業界におきましても、生活防衛意識
や節約志向、業種業態を越えた企業間競争の激化が続き、厳しい状況で推移いたしました。
　このような状況の中で当社は、「生活者の信頼に応え、豊かな健康生活に貢献する」とい
う経営理念の下、中期経営計画（平成27年４月から平成30年３月まで）において「ポジテ
ィブエイジングケアカンパニーとして、健やかに、美しく、歳を重ねることに貢献する」と
いう事業ビジョンに基づき、「持続的成長に向けた新規事業領域の確立」を基本方針として
「新規事業領域の成長基盤の構築」「薬用養命酒の収益体質の維持」「生活者視点に立った事
業活動を基盤としたＣＳＲ経営の推進」の各施策に取り組んでおります。
　当事業年度の業績は、「養命酒」の売上が前事業年度を下回り、「その他商品・サービス」
の売上は前事業年度を上回ったものの、売上高は122億７千６百万円（前事業年度比3.4％
減）となりました。利益面につきましては、営業利益は16億５千７百万円（前事業年度比
9.8％減）、経常利益は19億６千３百万円（前事業年度比7.0％減）、当期純利益は前事業年
度に計上した固定資産売却益がなくなったことなどにより、13億６千８百万円（前事業年
度比22.6％減）となりました。
　
　セグメント別には以下のとおりです。
① 養命酒関連事業
　養命酒関連事業の売上高は120億１千２百万円（前事業年度比3.6％減）となりました。
＜養命酒＞
　国内における「養命酒」につきましては、販売促進の強化期を設け、主力購買層である
シニア層を含む幅広い年齢層に向けて「冷え症と寝付き」などの「複合症状」の解決や、
体や胃腸を温めることで丈夫な体に導くことを訴求し、生活者のニーズや関心を掘り起す
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ことにより新規顧客の獲得と継続飲用者の維持に努めました。提供番組へのテレビ広告、
テレビスポット広告、新聞広告、交通広告、ラジオ広告、雑誌とのタイアップ広告等の各
種広告に合わせて、店頭における什器導入を積極的に行うなど営業活動を強化し、更にド
ラッグストアチェーンとのタイアップ企画の実施や話題を喚起するためのウェブキャンペ
ーン等を実施したものの、国内における「養命酒」の売上高は98億７千７百万円（前事
業年度比6.7％減）となりました。
　海外における「養命酒」につきましては、商品理解の促進と購買意欲の向上を目指し、
主要輸出先（台湾・香港・マレーシア・シンガポール）の市場環境に即した販売促進活動
を実施しました。また、季節毎の商戦期において、店頭陳列の強化や、テレビ、ラジオ、
雑誌、ウェブ広告、キャンペーン等を実施し、海外における「養命酒」の売上高は４億８
千万円（前事業年度比3.3％減）となりました。
　以上の結果、「養命酒」全体の売上高は103億５千８百万円（前事業年度比6.6％減）と
なりました。

　
＜その他商品・サービス＞
　「酒類」につきましては、「フルーツとハーブのお酒」がＳＮＳ等で話題となったこと
や、新フレーバーの追加や輸出にも取り組み、売上が好調に推移しました。また、「健康
のお酒」シリーズとして既存商品の「ハーブの恵み」に加えて新商品「琥珀生姜酒」「高
麗人参酒」を投入し営業活動を強化した他、各種新商品を投入しました。酒類全体では、
美容と健康を訴求した売場提案や販促物による店頭露出の拡大、店頭での試飲会、季節毎
の記念日企画等取扱小売店と連携した販売促進活動、ウェブ広告等を実施し、売上高は６
億５千３百万円（前事業年度比44.5％増）となりました。
　「エイジングケア商品」につきましては、「食べる前のうるる酢ビューティー」の商品
リニューアルや新フレーバーの追加による取扱小売店の拡大と通信販売に取り組み、各種
販売促進活動、サンプリング等を実施しました。また、「グミ×サプリ」「養命酒製造の黒
酢」等の新商品を投入したことにより、売上高は４億６百万円（前事業年度比43.7％増）
となりました。
　「くらすわ・養命酒健康の森」につきましては、「くらすわ」は各種イベントの開催、
新商品の投入、レストランメニューの改定等を実施しましたが、卸売の売上が減少したこ
とにより、売上高は「養命酒健康の森」の売上を合算し、５億６千万円（前事業年度比
6.9％減）となりました。
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　以上の結果、「酒類」「エイジングケア商品」「くらすわ・養命酒健康の森」にその他の
売上を合算し、「その他商品・サービス」全体の売上高は16億５千４百万円（前事業年度
比20.6％増）となりました。

　
② その他
　鶴ヶ島太陽光発電所と不動産賃貸の売上を合算し、売上高は２億６千４百万円（前事業
年度比8.1％増）となりました。

　
（2）資金調達等についての状況
① 資金調達の状況
　該当事項はありません。
② 設備投資の状況
　当事業年度中に実施した設備投資の総額は６億４千５百万円で、当事業年度中に完成し
た主なものは基幹システム更新でありまして、全額自己資金で賄いました。

　
（3）直前３事業年度の財産及び損益の状況

　

区 分
第 96 期

(平成25年４月平成26年３月
１
31
日から
日まで)

第 97 期
(平成26年４月平成27年３月

１
31
日から
日まで)

第 98 期
(平成27年４月平成28年３月

１
31
日から
日まで)

第 99 期
(当事業年度)

売 上 高 (百万円) 12,968 13,149 12,703 12,276

経 常 利 益 (百万円) 2,447 2,595 2,112 1,963

当 期 純 利 益 (百万円) 1,650 1,857 1,769 1,368

１株当たり当期純利益（円） 112.67 135.55 129.14 99.84

総 資 産 (百万円) 37,058 42,658 42,849 44,551

純 資 産 (百万円) 32,431 36,678 37,378 38,790
　

（注）１．平成27年10月１日を効力発生日として普通株式２株につき１株の割合で株式併合を行っておりま
す。第96期の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定しております。

２．第98期より「役員報酬ＢＩＰ信託」を導入しております。当該信託が保有する当社株式については、
自己株式として計上しております。このため、１株当たり当期純利益の算定上の基礎となる普通株
式の期中平均株式数は、その計算において控除する自己株式に、「役員報酬ＢＩＰ信託」が保有する
当社株式を含めております。
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（4）対処すべき課題
　今後の見通しといたしましては、緩やかな景気の回復が期待されるものの、消費者の節約
志向が継続し、海外の政治・経済情勢に対する懸念等、先行き不透明な状況が続くものと見
込まれます。
　このような経営環境の中、当社は中期経営計画（平成27年４月から平成30年３月まで）
の最終年度として、「ポジティブエイジングケアカンパニーとして、健やかに、美しく、歳
を重ねることに貢献する」という事業ビジョンの下、「持続的成長に向けた新規事業領域の
確立」の基本方針に基づき、以下の３つの経営戦略を推進してまいります。

　
① 新規事業領域の成長基盤の構築
　新たな成長戦略として取り組んでいる「エイジングケア」、「酒類」、「くらすわ・養命酒
健康の森」においては、ナチュラル健康志向のお客様に向けた新商品の投入やリニューア
ル、新たな販売チャネルの拡大等に取り組みます。また、「海外」においては、重点市場
として位置付けている台湾での取り組みとともに、新商品の輸出、新たな輸出先の開拓等
に取り組んでまいります。
② 薬用養命酒の収益体質の維持
　「養命酒」の販売を堅持するため、差別化できる顧客価値を明確にし、新規飲用者の獲
得と既存飲用者の維持に向けた効率的かつ効果的なマーケティングを実施するとともに、
商品価値向上のための容器・包装資材の改善に取り組んでまいります。また、「養命酒」
の収益体質を維持するため、仕入・製造・販売・マーケティング・管理が一体となった収
益構造の改善、原材料の安定的・長期的調達を確保できる体制の構築等に取り組んでまい
ります。

③ 生活者視点に立った事業活動を基盤としたＣＳＲ経営の推進
　生活者視点に立った品質や安全保証の信頼性の向上、コーポレート・ガバナンスの強化
や働きがいのある積極的な企業風土の醸成、社会に必要とされる企業として健康生活に貢
献する情報発信や環境・自然・循環型社会への貢献を意識した活動等によるステークホル
ダーの皆様の事業活動に関する一層の理解促進等に取り組んでまいります。

　
　株主の皆様におかれましては、なお一層のご支援ご協力を賜りますようお願い申しあげま
す。
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（5）主要な事業内容
　

事 業 区 分 主 な 事 業 内 容

養 命 酒 関 連 事 業 養命酒、酒類及び医薬品等の製造・販売、飲食店及び売店の経営

そ の 他 不動産の賃貸、自然エネルギー等による発電事業及び電気の供給・販売等
に関する業務

　
（6）主要な営業所及び工場並びに使用人の状況
① 主要な営業所及び工場
　本店：東京都渋谷区南平台町16番25号

　

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地
大 阪 支 店 大 阪 府 駒 ヶ 根 工 場 長 野 県
商 品 開 発 セ ン タ ー 長 野 県 商 業 施 設 「く ら す わ」 長 野 県
鶴 ヶ 島 太 陽 光 発 電 所 埼 玉 県
　
② 使用人の状況

　

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 令 平 均 勤 続 年 数
272名（37名） ４名増（１名減） 41才８ヵ月 18年０ヵ月

　

（注） 使用人数は就業員数（当社から社外への出向者を除く）であり、臨時雇用者数は（ ）内に年間の平均
人員を外数で記載しております。

　
（7）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況
　該当事項はありません。
② 子会社の状況
　該当事項はありません。
③ その他
　大正製薬ホールディングス株式会社は当社の議決権を24.02％所有しており、当社は同
社の持分法適用関連会社となっております。

　
（8）主要な借入先の状況
　該当事項はありません。
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2. 株式に関する事項
（1）発行可能株式総数 66,000,000株
（2）発行済株式の総数 13,759,706株（自己株式2,740,294株を除く）
（3）株 主 数 3,217名
（4）上位10名の株主

　

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
大 正 製 薬 ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 3,300千株 23.98　％
三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 株 式 会 社 675 4.90　
株 式 会 社 八 十 二 銀 行 650 4.72　
ト ー ア 再 保 険 株 式 会 社 548 3.98　
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口) 503 3.66　
大 同 生 命 保 険 株 式 会 社 301 2.19　
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 264 1.92　
藤 澤 玄 雄 225 1.63　
キ ッ コ ー マ ン 株 式 会 社 221 1.60　
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 212 1.54　

　

（注） 持株比率は自己株式を控除して計算しております。
　
3. 新株予約権等に関する事項
　該当事項はありません。
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4. 会社役員に関する事項
（1）取締役及び監査役

　

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況
代表取締役会長 川 村 昌 平
代表取締役社長 塩 澤 太 朗
専 務 取 締 役
執 行 役 員 田 中 英 雄 管理本部長

常 務 取 締 役
執 行 役 員 吉 松 敬 雄 監査室長

常 務 取 締 役
執 行 役 員 神 林 敬 マーケティング本部長

取締役執行役員 大 森 勉 生産本部長・駒ヶ根工場長
取締役執行役員 清 水 政 明 人事総務部長
取締役執行役員 丸 山 明 彦 マーケティング部長
取締役執行役員 宮 下 克 彦 マーケティング本部副本部長・営業推進部長・海外事業部長
取締役執行役員 斉 藤 隆 経営管理部長

取 締 役 白 井 汪 芳
学校法人佐久学園副理事長
佐久大学信州短期大学部学長
一般財団法人浅間リサーチエクステンションセンター理事長

常 勤 監 査 役 井 川 明
常 勤 監 査 役 宮 下 久 宜
監 査 役 笠 原 孟
監 査 役 鈴 木 茂 夫 ナラサキ産業株式会社社外監査役

　

（注）1. 取締役白井汪芳氏は、社外取締役であります。
2. 常勤監査役井川 明、監査役笠原 孟及び監査役鈴木茂夫の３氏は、社外監査役であります。
3. 取締役白井汪芳、常勤監査役井川 明、監査役笠原 孟及び監査役鈴木茂夫の４氏につきましては、
東京証券取引所及び名古屋証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。

4. 監査役鈴木茂夫氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有
するものであります。
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（2）責任限定契約の内容の概要
　当社と取締役白井汪芳、常勤監査役井川 明、常勤監査役宮下久宜、監査役笠原 孟及び
監査役鈴木茂夫の５氏は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損
害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令の定める最低責任限度額としておりま
す。

　
（3）当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の総額

　

　支給人数 報酬等の額
取締役 11名 204百万円（うち社外取締役１名 ７百万円）
監査役 ４名 45百万円（うち社外監査役３名 30百万円）

　

（注）1. 上記取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
2. 上記取締役の報酬等の額には、当事業年度に係る役員賞与引当金繰入額37百万円（社外取締
役を除く取締役10名）及び株式報酬等に係る役員株式給付引当金繰入額26百万円（社外取
締役を除く取締役10名）を含んでおります。

3. 取締役の報酬限度額は、平成27年６月26日開催の第97回定時株主総会において年額310百
万円以内（うち社外取締役分は18百万円以内）と決議いただいております。

4. 監査役の報酬限度額は、平成27年６月26日開催の第97回定時株主総会において年額72百万
円以内と決議いただいております。

5. 上記3.の取締役の報酬限度額とは別枠で、平成27年６月26日開催の第97回定時株主総会に
おいて、取締役（社外取締役を除く。）及び当社と委任契約を締結する執行役員に対する株
式報酬等について拠出する金員の上限は、連続する３事業年度ごとに130百万円以内と決議
いただいております。

　
（4）社外役員に関する事項
① 重要な兼職先と当社との関係
・取締役白井汪芳氏は、学校法人佐久学園副理事長、佐久大学信州短期大学部学長及び一
般財団法人浅間リサーチエクステンションセンター理事長を兼務しておりますが、当社
と各法人等との間には特別の関係はありません。
・監査役鈴木茂夫氏は、ナラサキ産業株式会社社外監査役を兼務しておりますが、当社と
同社との間には特別の利害関係はありません。
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② 各社外役員の主な活動状況
　

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役 白 井 汪 芳
当事業年度開催の取締役会19回すべてに出席し、大学で培われた経営や
産学連携等における幅広い経験から有する豊富な知見を活かし、客観的
立場から適宜発言を行っております。

監 査 役 井 川 明
当事業年度開催の取締役会19回、監査役会15回すべてに出席し、金融機
関における長年の経験から有する豊富な知見を活かし、適宜発言を行っ
ております。

監 査 役 笠 原 孟
当事業年度開催の取締役会19回のうち18回、監査役会15回すべてに出
席し、金融機関における経験から有する豊富な知見を活かし、客観的立
場から適宜発言を行っております。

監 査 役 鈴 木 茂 夫
当事業年度開催の取締役会19回のうち17回、監査役会15回のうち14回
に出席し、公認会計士としての専門的な見地から適宜発言を行っており
ます。

　
5. 会計監査人に関する事項
（1）名称 新日本有限責任監査法人
　
（2）会計監査人の報酬等の額
　 ① 報酬等の額 30百万円
　 ② 当社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 30百万円

（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約において「会社法」に基づく監査と「金融商品取引法」に
基づく監査の監査報酬の額を区分しておりませんので、①の額には「金融商品取引法」に基づ
く監査の報酬等の額を含めております。

2. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況、報酬見積もりの算定根
拠などを確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を
行っております。
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（3）解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人が「会社法」第340条第１項各号に定める項目に該当すると認め
られる場合には、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。また、会計監査
人が職務を適切に遂行することが困難と認められる場合には、監査役会は、株主総会に提出
する解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　

（4）会計監査人が受けた過去２年間の業務の停止の処分に係る事項
　金融庁が平成27年12月22日付で発表した業務停止処分の内容
① 処分対象
　 新日本有限責任監査法人
② 処分内容
　 平成28年１月１日から平成28年３月31日までの３か月間の契約の新規の締結に関する
業務の停止

③ 処分理由
　 ・社員の過失による虚偽証明
・監査法人の運営が著しく不当

　
6. 業務の適正を確保するための体制
（1）業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容の概要
　① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
イ 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため行動規範
を定め、個々の役職員が遵守するよう推進を図るとともに、「コンプライアンス委員会」
を設置し、コンプライアンス意識の普及及び啓発を行う。
ロ 使用人の職務の執行は、各関係部門が法令及び定款に適合することについて確認するほ
か、必要に応じて法律チェックの担当部署又は顧問弁護士に指導を受けるよう推進する。
ハ 代表取締役社長の直轄の内部監査部門が職務執行に関わる関係法令、経営方針、社内規
定その他規範の遵守が行われているか内部監査を行う。
ニ 「内部通報制度運用規定」を整備し、取締役及び使用人は、不正、違法、反倫理的行為
が発生した場合又はその恐れがあると判断した場合は内部通報することとし、その事実が
確認された場合、代表取締役社長に報告しなければならない。
ホ 反社会的勢力とは一切関係を持たない旨を行動規範に定め、市民社会の秩序や安全に脅
威を与える反社会的勢力及び団体に対しては警察や顧問弁護士等と連携し、毅然として対
応する。
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　② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役及び執行役員の職務の執行に係る取締役会、経営会議、経営企画会議等の議事録、
稟議書その他の重要な情報は、社内規定に従い適切に保存管理するものとする。
　また、これらの文書は監査役の要求があった場合、速やかに提出しなければならない。

　
　③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ 業務活動全体におけるリスク管理に関しては、各関係部門で規定及びガイドラインの制
定並びに研修の実施を行うとともに、代表取締役社長の直轄の「コンプライアンス委員
会」及びその諮問機関である「危機管理委員会」が社内規定に基づいてリスクの把握・リ
スク対策の検証を行う。
ロ 代表取締役社長の直轄の内部監査部門が監査計画に基づきリスク対策の有効性の評価を
行う。

ハ リスクが発生し、重大な損害が予想される場合には、「コンプライアンス委員会」が対
応するとともに、代表取締役、監査役、取締役会及び経営企画会議に報告しなければなら
ない。

　
　④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ 取締役会による経営意思決定・監督機能と、執行役員による事業の業務執行機能とを原
則として分離し、全社的な事業運営レベルにおける分権経営を強化するために執行役員を
設置し、「執行役員規定」に基づき取締役会の定めた業務執行を行う。
ロ 取締役会の意思決定の効率化を図るため、取締役の人員の適正化を図るとともに、コー
ポレート機能として設置した経営企画会議では、重要な人事・報酬及び取締役会に付議・
報告すべき重要な事項、業務執行状況の管理、経営の執行に係る企画・政策事項につい
て、事前に協議する。
ハ 代表取締役、執行役員及び部門長全員の参加による経営会議において経営方針に基づく
業務執行についての協議、執行状況の報告を行う。
ニ 取締役会の監督機能を果たすため、取締役会の決定事項に係る業務の執行状況は、取締
役会及び経営会議で報告し、又は決裁書で回議する。
ホ その他の重要な業務の執行について、社内規定により、意思決定を行う機関及び手続の
整備を行う。

へ 中期経営計画を定め各年度の経営方針を決定し、これに基づいて職務を執行し、業績管
理実施要領に基づき経営計画の進捗について定期的に実績の評価及び分析を行う。
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　⑤ 監査役の職務を補助すべき使用人及びその使用人の取締役からの独立性並びにその使用人
に対する監査役の指示の実効性に関する事項
イ 現在、監査役から当社の規模等を考慮し、監査役の職務を補助すべき使用人を置くこと
を求められてないため、当該使用人は置いていないが、内部監査部門は、監査役と連携し
監査効率の向上を図るよう努めることとする。監査役がその職務を補助すべき使用人を置
くことを求めた場合、取締役は監査役と協議のうえ、必要に応じて使用人を置くこととす
る。

ロ 監査役の職務を補助すべき使用人を置いた場合、当該使用人の人事等については、取締
役と監査役が意見交換を行い決定する。
ハ 監査役の職務を補助すべき使用人を置いた場合、当該使用人は、監査役の指揮命令の下
でその職務を遂行する。

　

　⑥ 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制
イ 取締役会その他の重要な会議に監査役が出席し、取締役の意思決定の過程及び執行状況
について効率的な監査が行えるようにする。
ロ 「コンプライアンス委員会」に監査役が出席し、取締役の職務執行の監査を行うととも
に、リスクが発生し、重大な損害が予想される場合の対応の監査が効率的に行えるように
する。

ハ 各種会議議事録、稟議書等の文書は監査役の要求があった場合、速やかに提出するもの
とし、社内規定による報告体制の整備を行う。
ニ 取締役及び使用人は、不正、違法、反倫理的行為が発生した場合又はその恐れがあると
判断した場合は内部通報することとし、その事実がないことが確認できない場合、監査役
が出席する「コンプライアンス委員会」を開催する。また、内部通報の通報者に対し、通
報を理由とした懲戒処分や不利益な配置転換その他不利益な取扱いは行わない。
ホ 取締役及び使用人は、財産、評判等を著しく毀損するおそれのあるリスク及びあらかじ
め定められたリスクの発生を発見した場合は、直ちに「コンプライアンス委員会」のいず
れかの委員及び監査役に報告するものとする。

　

　⑦ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続きその他の当該職務の執行
について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
　監査役の職務の執行について生ずる費用については監査役の要望を受け予算を措置する。
また、監査役がその職務の執行について、会社に対し費用の前払い等の請求をしたときは、
当該請求に係る費用又は債務が当該監査役の職務の執行に必要でないことを証明した場合を
除き支払うものとする。
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　⑧ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ 代表取締役と監査役の定例会議を開催し、会社が抱える問題、リスクについての説明の
機会を設けるほか、監査環境等についても意見交換を行う。
ロ 「内部監査規定」、年間の監査計画等により、内部監査部門、監査役及び会計監査人との
連携について明示し、相互の協力及び情報交換に努める。

　
（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　① コンプライアンスに関する取組み

・コンプライアンス委員会を年２回開催しました。また、コンプライアンス意識の普及啓
発のため、役職員に向けた情報提供を毎月２回行うとともに、各部門のコンプライアン
スリーダーによる研修を半期毎に実施したほか、個人情報保護に関する研修を実施しま
した。
・内部通報制度の運用状況について定期的にコンプライアンス委員会に報告しました。

　
　② リスク管理に関する取組み

・各部門がリスクの自己評価を行い、その結果を「コンプライアンス委員会」及びその諮
問機関である「危機管理委員会」に報告するとともに、重要なリスクについては、リス
クの自己評価の結果や経営環境の変化に応じて適切に管理されているか検証を行いまし
た。
・リスク発生時の対応マニュアルの見直しを行い、対応方法の確認を行いました。

　
　③ 職務執行が効率的に行われることに関する取組み

・経営企画会議を毎月開催し、重要な人事・報酬及び取締役会に付議・報告すべき重要な
事項、業務執行状況の管理、経営の執行に係る企画・政策事項について、協議いたしま
した。また、経営会議を毎月開催し、経営方針に基づく業務執行についての協議、執行
状況の報告を行いました。
・意思決定の効率化を図ることを主な目的として、意思決定を行う機関及び手続を定める
決裁基準の見直しを行いました。
・中期経営計画について、業績管理実施要領に基づき定期的に実績の評価及び分析を行い
ました。
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　④ 内部監査の取組み
　内部監査部門が内部監査計画に基づき全部門を対象としてコンプライアンス監査、業務
監査及び会計監査を半年毎に実施し、評価を行うとともに、その結果を取締役会に報告い
たしました。

　⑤ 監査役監査の取組み
・取締役会、経営会議、コンプライアンス委員会などの重要な会議へ出席するとともに、
全事業所を訪問し執行状況の確認を行いました。また、代表取締役と監査役の定例会議
を２回開催し、会社が抱える問題、リスクについての説明、監査環境等についての意見
交換を行いました。
・内部監査部門、監査役及び会計監査人との打ち合わせを定期的に実施し、相互の協力及
び情報交換を行いました。

　
7. 会社の支配に関する基本方針
　該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表
（平成29年３月31日現在）

（単位：千円）
　

科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 11,033,794 流 動 負 債 2,314,286
現 金 及 び 預 金 3,938,118 買 掛 金 364,723
売 掛 金 2,573,554 未 払 金 309,724
有 価 証 券 2,700,091 未 払 酒 税 195,851
商 品 及 び 製 品 553,590 未 払 費 用 942,912
仕 掛 品 164,568 未 払 法 人 税 等 137,854
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 941,122 未 払 消 費 税 等 65,740
前 渡 金 9,505 預 り 金 15,460
繰 延 税 金 資 産 91,953 賞 与 引 当 金 211,067
そ の 他 の 流 動 資 産 61,288 役 員 賞 与 引 当 金 37,530
固 定 資 産 33,517,724 役 員 株 式 給 付 引 当 金 26,862
有 形 固 定 資 産 6,300,713 そ の 他 の 流 動 負 債 6,559
建 物 3,300,067 固 定 負 債 3,446,957
構 築 物 304,165 繰 延 税 金 負 債 2,196,641
機 械 及 び 装 置 788,644 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 48,350
車 両 運 搬 具 19,028 長 期 預 り 金 1,190,715
工 具、 器 具 及 び 備 品 184,132 そ の 他 の 固 定 負 債 11,250
土 地 1,700,361 負 債 合 計 5,761,244
建 設 仮 勘 定 4,313 （純 資 産 の 部）
無 形 固 定 資 産 362,720 株 主 資 本 33,753,511
ソ フ ト ウ エ ア 349,188 資 本 金 1,650,000
その他の無形固定資産 13,532 資 本 剰 余 金 690,705
投資その他の資産 26,854,291 資 本 準 備 金 404,986
投 資 有 価 証 券 17,804,192 そ の 他 資 本 剰 余 金 285,718
関 係 会 社 株 式 2,595,384 利 益 剰 余 金 36,415,386
長 期 前 払 費 用 45,914 利 益 準 備 金 412,500
前 払 年 金 費 用 778,595 そ の 他 利 益 剰 余 金 36,002,886
長 期 預 金 5,600,000 固定資産圧縮積立金 8,917
そ の 他 の 投 資 35,279 別 途 積 立 金 34,581,000
貸 倒 引 当 金 △5,074 繰 越 利 益 剰 余 金 1,412,968

自 己 株 式 △5,002,579
評価・換算差額等 5,036,762
その他有価証券評価差額金 5,036,470
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 292
純 資 産 合 計 38,790,274

資 産 合 計 44,551,518 負 債 及 び 純 資 産 合 計 44,551,518
　

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
（平成

平成
28
29
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
　

科 目 金 額
売 上 高 12,276,653
売 上 原 価 4,062,799
売 上 総 利 益 8,213,853
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 6,556,492
営 業 利 益 1,657,361
営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 289,355
受 取 家 賃 12,792
そ の 他 の 営 業 外 収 益 17,090 319,238

営 業 外 費 用
支 払 利 息 11,877
そ の 他 の 営 業 外 費 用 787 12,664
経 常 利 益 1,963,935
特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 26,821 26,821
税 引 前 当 期 純 利 益 1,937,113
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 520,000
法 人 税 等 調 整 額 48,290 568,290
当 期 純 利 益 1,368,822

　

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
（平成

平成
28
29
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本剰余金
資本剰余金
合計 利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合計固 定 資 産

圧縮積立金 別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 1,650,000 404,986 285,718 690,705 412,500 9,385 33,381,000 1,794,071 35,596,957
当期変動額
固定資産圧縮積立金の取崩 △468 468 ー
別 途 積 立 金 の 積 立 1,200,000 △1,200,000 ー
剰 余 金 の 配 当 △550,394 △550,394
当 期 純 利 益 1,368,822 1,368,822
自 己 株 式 の 取 得
自 己 株 式 の 処 分
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )
当 期 変 動 額 合 計 － ー ー ー ー △468 1,200,000 △381,103 818,428
当期末残高 1,650,000 404,986 285,718 690,705 412,500 8,917 34,581,000 1,412,968 36,415,386
　

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計自己株式 株主資本合計 その他有価証券

評 価 差 額 金 繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

当期首残高 △5,033,370 32,904,291 4,475,568 △1,695 4,473,872 37,378,164
当期変動額
固定資産圧縮積立金の取崩 ー ー
別 途 積 立 金 の 積 立 ー ー
剰 余 金 の 配 当 △550,394 △550,394
当 期 純 利 益 1,368,822 1,368,822
自 己 株 式 の 取 得 △267 △267 △267
自 己 株 式 の 処 分 31,058 31,058 31,058
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 560,901 1,988 562,890 562,890

当 期 変 動 額 合 計 30,791 849,219 560,901 1,988 562,890 1,412,109
当期末残高 △5,002,579 33,753,511 5,036,470 292 5,036,762 38,790,274

　

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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会計監査人の監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書
平成29年５月９日

養 命 酒 製 造 株 式 会 社
　取 締 役 会 御 中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 小 野 隆 良 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 江 口 泰 志 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、養命酒製造株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日
までの第99期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属
明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し
適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表
示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明
することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準
は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を
策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続
は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択
及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統
制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め
全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認
める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本
　

監 査 報 告 書
　当監査役会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第99期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作
成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1） 監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等
及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（2） 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その
他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。
② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業
務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役
会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築
及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。
③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からそ
の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行わ
れることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年
10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本

等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。
２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告
の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　 会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成29年５月23日
養命酒製造株式会社 監査役会

常勤監査役 社外監査役 井 川 明 ㊞
常勤監査役 宮 下 久 宜 ㊞
社外監査役 笠 原 孟 ㊞
社外監査役 鈴 木 茂 夫 ㊞

　
　

以 上
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株主総会参考書類
　
議案及び参考事項
議 案　剰余金の処分の件
　当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要課題の一つと認識しております。
　配当につきましては、各事業年度の業績等を考慮して、当期純利益に対する配当性向30％
程度を目安に実施してまいりたいと考えております。また、原則として１株当たり年間配当金
の下限を36円とし、業績の拡大に応じた利益配分を基本としながら安定的な配当を継続する
ことにも配慮してまいります。内部留保資金につきましては、広い視野に立って持続的成長に
向けた設備投資、研究開発等に活用してまいります。当期の剰余金の処分につきましては、業
績等を考慮し、以下のとおりとさせていただきたいと存じます。
1. 期末配当に関する事項
（1）配当財産の種類

金銭
（2）株主に対する配当財産の割当に関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金40円 総額550,388,240円
（3）剰余金の配当が効力を生じる日

平成29年６月30日
2. 剰余金の処分に関する事項
（1）増加する剰余金の項目及びその額

別途積立金 850,000,000円
（2）減少する剰余金の項目及びその額

繰越利益剰余金 850,000,000円
　

以 上
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株主総会会場ご案内図
　

東京都渋谷区南平台町16番25号
　 当社本店 ２階
電話 03(3462)8111（代表）

■ ＪＲ渋谷駅西口（南改札）から国道246号線三軒茶屋方面へ徒歩約12分
　

　

宝印刷株式会社 2017年05月24日 16時57分 $FOLDER; 24ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）


